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１. 18年 9月中間期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 493,136 24.1 18,643 56.8 20,479 45.3
17年 9月中間期 397,270 477.2 11,889 290.7 14,091 342.8
18年 3月期 877,596 92.3 33,764 89.0 37,838 98.0

１株当たり中間 潜在株式調整後１株当

（当期）純利益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円 　　銭 円 銭

18年 9月中間期 12,015 60.5 64  15 64  15
17年 9月中間期 7,484 313.8 39  97 39  95
18年 3月期 21,187 135.9 111  60 111  58
(注)①持分法投資損益　　　　　　18年 9月中間期    　 974 百万円     17年 9月中間期     940 百万円      18年 3月期     2,058 百万円

     ②期中平均株式数（連結）   18年 9月中間期    187,299,506 株    17年 9月中間期    187,234,942 株  18年 3月期    187,284,689 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 406,393 176,684 34.9 757 07
17年 9月中間期 330,841 117,858 35.6 629 17
18年 3月期 396,691 133,279 33.6 709 91
(注)期末発行済株式数（連結）　 18年 9月中間期     187,209,706 株  17年 9月中間期     187,322,774 株  18年 3月期    187,338,170 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期  末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年 9月中間期 26,302 △ 25,117 △ 2,290 38,129
17年 9月中間期 20,009 △ 15,477 △ 1,859 35,748
18年 3月期 43,951 △ 45,442 5,048 39,256

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   70社   持分法適用非連結子会社数  - 社   持分法適用関連会社数   12社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）    3社   （除外）    -社   持分法（新規）   - 社   （除外）    1社

２. 19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）
　 売   上   高 経 常 利 益 当 期 純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 990,000 40,000 22,000
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 117 円 52 銭

※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

 　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　 上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページを参照して下さい。

中間(当期）純利益
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企業集団の状況 

 

当社グループは、当社を関連会社とするトヨタ自動車㈱、当社、子会社70社および関連会

社12社で構成され、自動車部品および繊維製品の製造・販売を主な内容とし、事業活動を展

開しております｡ 

当社グループの事業に係わる位置づけは､おおむね次のとおりであります。 

 

 

 

 

海外生産・販売子会社                       海外生産・販売関連会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                国内生産・販売関連会社 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
      国内生産・販売子会社 

 

こ 
 

 

 
 
 
 
 
 
※  その他事業の会社を表しております。 

ﾄﾘﾑﾏｽﾀｰｽﾞ㈱ｸﾞﾙｰﾌﾟ 11社 

ﾄｰﾀﾙｲﾝﾃﾘｱｼｽﾃﾑｽﾞｱﾒﾘｶLLC. 

ﾃｨｰﾋﾞｰｵｰﾄﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

TBDNﾃﾈｼｰ(パ) 

ﾄﾖﾀ紡織ｱﾒﾘｶ㈱ 

ﾄﾖﾀ紡織ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｹﾝﾀｯｷｰLLC．

ｱﾊﾞﾃﾞｨﾊﾞﾘﾝﾄﾞｵｰﾄﾃｯｸ㈱ 

ﾄﾖﾀ紡織ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｲﾝﾃﾞｨｱ㈱ 

寧波亜楽克汽車部件㈲ 

ARST(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)㈱ 

天津英泰汽車飾件㈲ 

ﾄﾖﾀ紡織ﾊｲﾌｫﾝ㈲ 

広州桜泰汽車飾件㈲ 

豊愛（広州）汽車座椅部件㈲ 

佛山豊田紡織汽車零部件㈲ 

天津豊愛汽車座椅部件㈲ 

新三興㈱ 

ﾄﾖﾀ紡織ｵｰｽﾄﾗﾘｱ㈱ 

ﾄﾖﾀﾎﾞｳｼｮｸﾄｩﾙｷｨｴｵﾄﾓﾃｨﾌﾞ 
ｻﾅｲﾍﾞﾃｨｼﾞｬﾚｯﾄ㈱ 
ﾄﾖﾀ紡織ﾌﾗﾝｽ㈱ 

ﾄﾖﾀ紡織ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱ 

ﾄﾖﾀ紡織南ｱﾌﾘｶ㈱ 

㈲ﾄﾖﾀ紡織ﾛｼｱ              他 

 
当               社 

㈱KYOEI ARACO 

ﾄﾖﾀ紡織九州㈱ 

TBﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ㈱         ※ 

㈱ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ      ※  他 

ﾀｲｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ㈱ 

天津華豊汽車装飾㈲ 

ﾀｲｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｰﾃｨﾝｸﾞｱﾝﾄﾞｲﾝﾃﾘｱ㈱ 他 

ﾅﾙｺ㈱ 

㈱ｺﾍﾞﾙｸ 

ﾄﾖﾀ車体精工㈱                他

得意先（トヨタ自動車㈱  他） 
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経営方針 
１．経営の基本方針 

トヨタ紡織グループは、常にグローバルにお客様の潜在ニーズの発掘・創出に努めるとともに、

「モノづくり」の精神を大切にし、お客様、株主、従業員、地域社会など、すべてのステークホ

ルダーの方々に満足いただくため、次の五つの基本理念をもとに経営してまいります。 

(1)よき企業市民として社会との調和ある成長を目指す。 

①企業倫理の徹底をはかり、公正で透明な企業活動の推進。 

②クリーンで安全な商品を提供することを使命とし、地球環境保護を重視した企業活動の推進。 

③地域社会の一員としての役割を自覚し、よい社会づくりに貢献。 

(2)革新的な技術開発、製品開発に努め、お客様に喜ばれる、良い商品を提供する。 

(3)将来の発展に向けた革新的経営を進め、株主の信頼に応える。 

(4)労使相互信頼を基本に、社員の個性を尊重し、安全で働きやすい職場環境をつくる。 

(5)開かれた取引関係を基本に、互いに研鑚に努め、共に長期安定的な成長を目指す。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、当社は、株主の皆様の利益確保を重要な経営課題のひとつとし、安

定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向などを総合的に勘案し、株主の皆様のご期待に

お応えして行きたいと考えております。 

内部留保につきましては、経営基盤の一層の強化・充実ならびに今後の事業展開に有効活用し、

長期的に株主の皆様の利益向上に努めたいと考えております。 

なお、本年 5 月の会社法施行にともない、四半期配当にも対応できるよう定款を変更しており

ますが、当面は従来どおりの中間期末日、期末日を基準日とした年 2 回の配当を継続してまいり

ます。 

 

３．目標とする経営指標 

トヨタ紡織グループは、事業の拡大・発展とともに、投資効率の高い経営をはかることを目標

としています。具体的にはシステム化・モジュール化商品の開発など新技術・オンリーワン技術

の獲得や海外事業の強化による収益向上を重点とした活動を推進してまいります。 

目標指標および数値につきましては、2010 年度連結売上高１兆 3,000 億円を目標に、新技術、

新製品、拡販など積極的な事業展開に努めるとともに、適正収益の確保のための諸施策を推進し、

当社グループの競争力を一層高めてまいります。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略・対処すべき課題 

世界トップレベルの内装システムサプライヤー・フィルターメーカーを目指すことをビジョン

に、次の通りの経営戦略を強力に推進してまいります。 

①快適な車室空間の提供 

・車室空間全体について、コンセプトづくりから開発・設計・生産まで一貫して担当し、品質・

コスト・デリバリーで№１の競争力を持ち、自動車メーカーからの信頼を獲得。 

・車室内の快適性、静粛性、見栄えなどユーザーの期待と、安全・環境など社会的要請に応え

る商品をいち早く実現し、社会に貢献。 

・オンリーワンの技術・製品を提案できる技術力の獲得。 
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②世界トップの自動車用フィルターの提供 

・吸気系トータル性能を企画・設計できるシステムメーカーとしての実力獲得。 

・潤滑系・空調系フィルターの次世代技術の開発を通じ、社会的要請（環境・エネルギー・健

康）に応える商品を提供。 

③グローバルな供給体制の構築 

・お客様の要請に、いつでもどこでも対応できる体制（開発・生産）の構築。 

また、自動車内装事業以外の繊維事業につきましては、ユニフォーム、健康衣料「オーラ 

ムーンバリー」を中心とした付加価値ある商品の充実・拡大を推進してまいります。 

これらの課題への取組みにより、株主価値の一層の向上を図る所存であります。 

 
５．親会社等に関する事項 

(1)親会社等の商号等 

（平成 18 年 9 月 30 日現在） 

親会社等 属性 親会社等の議決権

所有割合（％） 
親会社等が発行する株券が上場されて

いる証券取引所等 

トヨタ自動車 
株式会社 

上場会社が

他の会社の

関連会社で

ある場合に

おける当該

他の会社 

39.6 

   （0.1） 

株式会社東京証券取引所 市場第一部 
株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 
株式会社大阪証券取引所 市場第一部 
証券会員制法人福岡証券取引所 
証券会員制法人札幌証券取引所 
ニューヨーク証券取引所（アメリカ） 
ロンドン証券取引所（イギリス） 

(注) 親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 
 
(2)親会社等との取引に関する事項 

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 
取引の内容 取引金額

（百万円）
科目 中間期末残高

（百万円） 

自動車部品の販売 195,253 売掛金 51,625
兼任２名 
転籍９名 

当社製品の 
販売等 

自動車部品の購入 39,103 買掛金 14,505

(注)１ 取引金額には、消費税等を含まず、中間期末残高には消費税等を含んでおります。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、 
毎期価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。 
自動車部品の購入については、提示された価格に基づき、毎期価格交渉のうえ、 
一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 上記の「関係内容」および「取引の内容」において、当社の独立性を制限する事項 
はありません。 
なお、金銭等の貸借関係、保証・被保証関係等はありません。 
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経営成績及び財政状態 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 

当中間期の自動車業界におきましては、国内販売は若干減少しましたものの、アメリカ向け

を中心に輸出が増加し、国内生産全体では前年同期を上回りました。 

このような情勢の中で、当社グループといたしましては、かねてより車室空間全体の提案力

の強化を進めております自動車用内装システムサプライヤーとして、トヨタ自動車株式会社の

グローバル車種でありますカムリ、カローラ（10 月）および、レクサスブランドの旗艦車種で

ありますＬＳが生産開始になりました。 
自動車用フィルター総合メーカーといたしましては、世界一の製品づくりを目指し、システ

ム化・モジュール化ではより省スペース化した吸気システムを、環境対応ではエレメント交換

型オイルフィルターを、快適性向上では抗菌・抗カビ処理をして交換時期を判りやすくしたキ

ャビンエアフィルターなどの生産・販売を進めております。 

グローバル展開といたしましては、本年 4 月にロシア連邦 サンクトぺテルブルク市に豊田

通商株式会社との合弁で、シートの生産子会社 有限会社トヨタ紡織ロシアを、7 月にはカナ

ダ オンタリオ州 ウッドストック市にシート、ドアトリムなど内装品の生産子会社 トヨタ

紡織カナダ株式会社を設立し、お客様の要請に応えられるように生産・営業拠点を拡充してお

ります。 
一方、更なる経営効率化を目指すべく、国内では拡販と物流の効率化を図るため、フィル

ター・パワートレイン部品および内・外装部品の生産子会社 トヨタ紡織滋賀株式会社を設

立いたしました。アメリカではケンタッキー州 フローレンス市に営業・調達の強化と当社

グループ会社との業務の一体化を図るため、トヨタ紡織アメリカ株式会社 シンシナティ事務

所を開設いたしました。 
 

連結売上高につきましては、増産効果などにより、前年中間期に比べ 958 億円（24.1%）増

加の 4,931 億円となり、製品別には次のようになりました。 

シート、トリムなどの内装品につきましては、増産効果などにより、前年中間期に比べ 917 億

円（26.2%）増加の 4,424 億円となりました。 

フィルター・パワートレイン部品につきましては、エアフィルターなどの増産により、前年中

間期に比べ 27 億円（8.4%）増加の 354 億円になりました。 

繊維・外装品他につきましては、前年中間期に比べ 13 億円（9.5%）増加の 153 億円となりまし

た。 

連結経常利益につきましては、製品価格の変動や労務費の増加などの減益要因はありました

ものの、増産の効果、グループあげての合理化などにより、前年中間期に比べ 63 億円（45.3%）

増加の 204 億円となりました。 

連結中間純利益につきましては、前年中間期に比べ 45 億円（60.5%）増加の 120 億円となり

ました。 

当期の中間配当金につきましては、前期の中間配当金に比べ 2円増配して、１株につき 9円

とさせていただきます。また、年間の配当金につきましては、前期に比べ 2 円増配の、１株に

つき 18 円を予定しております。 
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（２）通期の見通し 
今後の経済見通しにつきましては、国内および世界ともに経済全体としては堅調に推移する

と見込まれますが、アメリカ経済の動向、原油価格の高値状態の長期化など依然として予断を

許さない状況が続くものと思われます。 
一昨年の合併以降、自動車のインパネを除く内装全体が事業領域となり、技術の高度化と海

外展開を一段と加速させ、新技術・新製品を世界に提供する競争基盤を築いてまいりました。

当社グループは、引き続き「世界トップレベルの内装システムサプライヤー・フィルターメー

カーを目指す」をビジョンに掲げ、①快適な車室空間の提供 ②世界トップの自動車用フィル

ターの提供 ③グローバルな供給体制の構築を目指し、グローバル競争を勝ち抜いていく所存

でございます。 

通期の連結業績見通しといたしましては、売上高は 9,900 億円（対前期比 12.8%増）、経常

利益は 400 億円（対前期比 5.7%増）、当期純利益は 220 億円（対前期比 3.8%増）を見込んでお

ります。 

上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

２．財政状態 
〈営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 

営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 263 億円となりました。これは主に、売上債権

の増加額 25 億円、たな卸資産の増加額 17 億円、法人税等の支払額 72 億円等による減少はあった

ものの、税金等調整前中間純利益 214 億円、減価償却費 138 億円等による増加によるものです。 
〈投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 251 億円となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出 230 億円によるものです。 

〈財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 

財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は 22 億円となりました。これは主に、配当金

の支払額 16 億円、少数株主への配当金の支払額 11 億円等によるものです。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、381 億円と前期末に比べ 11 億円減

少しました。 
 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ指標の推移 

 H16.9 中 H17.3 H17.9 中 H18.3 H18.9 中 

自己資本比率  41.4%  35.1%  35.6%  33.6%  34.9% 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率  192.9%  158.0%  114.9%   93.7%  100.9% 

債務償還年数    4.2 年    1.5 年    1.0 年    0.7 年    1.1 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ   54.7 倍   44.7 倍   80.9 倍   64.7 倍   44.0 倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：(営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ+利息の支払額+法人税等の支払額)/利息の支払額  

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

※ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債 
   を対象としております。 
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３．事業等のリスク 
当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクに以下の

ようなものがあります。しかし、以下は当社グループに関する全てのリスクを網羅したものでは

なく、記載したリスク以外のリスクも存在し、投資家の判断に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当中間期末現在において当社グループが判断したも

のであります。 

 

（１）経済状況等 

当社グループの事業には、全世界における製品の生産と販売、サービスの提供が含まれていま

す。重要な部分を占める自動車関連製品の需要は、製品・サービスを提供している国または地域

の経済状況の影響を受けます。従って、日本、北中南米、アジア、欧州を含む当社グループの主

要市場における景気後退およびそれに伴う自動車需要の縮小は、当社グループの経営成績および

財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）特定の取引先への依存 

当社グループは、自動車内装品をはじめとした各種自動車部品を主にトヨタ自動車株式会社に

販売しており、当中間期の売上高に占める同社への割合は、39.6%となっています。そのため、同

社の自動車販売動向によっては、当社グループの経営成績および財務状況等に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

なお、当中間期末現在の同社による当社の議決権の所有割合は、直接所有割合 39.5%、間接所

有割合 0.1%であります。 

 

（３）国際的活動および海外進出に潜在するリスク 

当社グループの生産および販売活動は、日本をはじめ北中南米、アジア、欧州など幅広い市場

で展開しているため、これらの地域市場への事業進出には各国諸事情の違いにより次のようない

くつかのリスクが内在しています。 

①予期しない法律または規制の変更 

②不利な政治または経済要因 

③人材の採用の確保の難しさ 

④不利な税制の影響 

⑤テロ、戦争、その他要因による社会的混乱 

 

（４）為替レートの変動 

当社グループの事業には、全世界における製品の生産と販売、サービスの提供が含まれていま

す。各地域における売上、費用、資産、負債を含む外貨建ての項目は、連結財務諸表作成のため

に円換算されています。これらの項目は換算時の為替レートにより、現地通貨における価値が変

わらなくても、円換算後の価値の影響を受ける可能性があります。一般に、他の通貨に対する円

高は、当社グループの経営成績および財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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（５）価格競争 

自動車業界における価格競争はたいへん厳しいものとなっています。特に自動車メーカーから

の価格引き下げ要請は、近年特に強まってきています。 

また、当社グループの製品は技術的、品質的、価格的に競合他社の追随を許さないものと考え

る一方で、将来においても有効に競争できるという保証はありません。これは当社グループの属

している各製品市場、地域市場において新しい競合先、既存の競合先間の提携により市場シェア

を急速に拡大する可能性があるからです。価格面での圧力または有効に競争できないことによる

顧客離れは、当社グループの経営成績および財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（６）原材料、部品供給元への依存 

当社グループの生産は、原材料・部品を複数のグループ外供給元に依存しています。当社グルー

プはグループ外供給元と取引基本契約を結び、原材料・部品の安定的な取引を安定的な生産の前

提としていますが、供給逼迫による世界的な品不足や供給元の不慮の事故などにより、原材料・

部品の不足が生じないという保証はありません。その場合、生産の遅れをまねき、また、原価を

上昇させる可能性があります。 

 

（７）新製品の開発力 

当社グループは、経営の基本理念の一つである「革新的な技術開発、製品開発に努め、お客様

に喜ばれる、良い商品を提供する。」のもと、高度化・多様化する市場のニーズを先取りし、顧

客の満足が得られるよう、新製品開発に努めています。今後も、継続して新製品を開発し、販売

できると考えていますが、そのプロセスは複雑かつ不確実なものであり、以下をはじめとする様々

なリスクがあります。 

①新製品や新技術への投資に必要な資金と資源を、今後、十分充当できる保証はありません。 

②長期的な投資と大量の資源投入が、成功する新製品または新技術へつながる保証はありま

せん。 

③技術の急速な進歩と市場ニーズの変化により、当社グループの製品が時代遅れになる可能

性があります。 

④現在開発中の新技術の商品化の遅れにより、市場の需要について行けなくなる可能性があ

ります。 

 

（８）知的財産権 

当社グループは、他社製品と差別化を図るため、技術とノウハウの蓄積と、これらの保護につ

いて努力を傾注していますが、特定の地域では知的財産権による完全な保護が困難であったり、

または、限定的にしか保護されない状況にあります。そのため、第三者が当社グループの知的財

産を使って類似した製品を製造する事を防止できない可能性があります。また、他社が類似する、

もしくは、当社グループより優れている技術を開発したり、当社グループの特許や企業秘密を模

倣または解析調査することを防止できない可能性があります。さらに、当社グループは他社の知

的財産権に配慮しながら製品や技術の開発を行っておりますが、これらが将来的に他社の知的財

産権を侵害していると判断される可能性があります。 
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（９）商品の欠陥 

当社グループは、経営の基本理念の１つに「クリーンで安全な商品を提供することを使命とし、

地球環境保護を重視した企業活動の推進」を掲げ、総力をあげて品質向上に取組んでいます。 

一方、製造物責任賠償について、保険に加入していますが、この保険が最終的に負担する賠償

額を完全にカバーできるという保証はありません。大規模な製造物責任賠償につながるような商

品の欠陥は、多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を及ぼし、売上の低下、収益の悪

化などにより、当社グループの経営成績および財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（10）災害や停電等による影響 

当社グループは、生産設備の定期的な検査、点検を行っています。しかし、生産設備の故障、

生産施設の火災、停電など、人的・自然的災害による影響を完全に防止または軽減できる保証は

ありません。例えば、当社グループの国内工場の大半は、中部地区に所在しています。従って、

中部地区での大規模な地震やその他操業に影響する事象が生じた場合、当社グループの経営成績

および財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（11）退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率などの数理計算上の前提条件や年金

資産の期待収益率に基づいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合又は変更さ

れた場合は、将来の期間に認識される費用および計上される債務に重要な影響を及ぼす可能性が

あります。 



－10－ 

 

連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(18.9.30 現在) 

前    期 
(18.3.31 現在) 

増    減 
前 年 中 間 期       
(17.9.30 現在) 

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金          

有 価 証 券          

た な 卸 資 産          

繰 延 税 金 資 産          

そ の 他

貸 倒 引 当 金          

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物          

機械装置及び運搬具          

工 具 器 具 備 品          

土 地          

建 設 仮 勘 定          

無 形 固 定 資 産 

の れ ん          

そ の 他          

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券          

繰 延 税 金 資 産          

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２２３,６７４

３７,４４７

１３５,７９７

１,３６１

２７,０６１

５,４５４

１６,８３２

△   ２８０

１８２,７１９

１５２,４３１

５２,４０１

６０,４０９

１２,１３２

１７,８０５

９,６８４

３,３９２

２４

３,３６７

２６,８９５

１１,４４７

１１,７８２

３,８２０

△   １５５

２２０,６３７

３８,１０７

１３３,４５６

１,７０８

２５,３０９

５,００３

１７,３５３

△   ３０２

１７６,０５４

１４５,６８３

４９,７６１

５３,８６４

１１,２７３

１６,３９９

１４,３８４

３,６９７

４９

３,６４７

２６,６７４

１０,３１３

１１,２２４

５,２９２

△   １５５

 

３,０３７ 

△   ６６０ 

２,３４０ 

△   ３４７ 

１,７５２ 

４５０ 

△   ５２１ 

２２ 

 

６,６６５ 

６,７４８ 

２,６３９ 

６,５４４ 

８５８ 

１,４０５ 

△ ４,６９９ 

△   ３０５ 

△    ２４ 

△   ２８０ 

２２１ 

１,１３４ 

５５８ 

△ １,４７１ 

０ 

１７９,８００

３５,２２７

１０２,４９０

１,７９９

２１,０８１

５,４０８

１３,９６３

△   １７０

１５１,０４０

１２５,７４９

４７,８９４

４５,７７８

９,２１６

１６,０７２

６,７８７

２,７８５

７７

２,７０７

２２,５０６

８,５０９

１０,７８５

３,３６９

△   １５８

合   計 ４０６,３９３ ３９６,６９１ ９,７０２ ３３０,８４１

(注)１．有形固定資産の 

減価償却累計額 ２０６,２３２ １９８,４７４ ７,７５８ １８６,１１６ 

２．担保に供している資産 １,６７９ １,７１８ △    ３９ ２,０１７ 

３．保証債務 ５７８ ５６０ １８   ５４３ 
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（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(18.9.30 現在) 

前    期 
(18.3.31 現在) 

増    減 
前 年 中 間 期       
(17.9.30 現在) 

（ 負 債 の 部 ）          

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金          

一年以内返済予定の長期借入金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

 

固 定 負 債         

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金          

役員退職慰労引当金          

そ の 他

負 債 計 

 

（少数株主持分）          

少 数 株 主 持 分         

 

（ 純 資 産 の 部 ）          

株  主   資   本 

資 本 金  

資  本  剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

自 己 株 式

評価･換算差額等 

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

新 株 予 約 権         

少 数 株 主 持 分         

純 資 産 計 

１９９,２６７

１３５,６０９

２０,４４３

１,８９８

２３,１１４

４,７２２

１,９９８

１１,４８０

３０,４４２

７,１２８

１９,７８８

６３３

２,８９２

２２９,７０９

－

１４０,２２６

８,４００

９,０１３

１２３,２５９

△   ４４６

１,５０５

１,８８９

△   ３８４

４

３４,９４８

１７６,６８４

１９８,７９１

１３７,０９４

１９,６４３

１,８９０

２２,３８１

４,６１６

２,１４８

１１,０１７

３１,３５７

７,２９０

１９,５６５

７１５

３,７８６

２３０,１４９

３３,２６３

１３０,４２８

８,４００

９,０１３

１１３,２４３

△   ２２９

２,８５１

２,０５０

８００

－

－

１３３,２７９

 

 ４７５ 

△ １,４８５ 

８００ 

       ７ 

７３３ 

１０６ 

△   １５０ 

４６３ 

 

△   ９１５ 

△   １６２ 

２２３ 

△    ８２ 

△   ８９４ 

△   ４３９ 

 

 

△３３,２６３ 

 

 

９,７９８ 

－ 

０ 

１０,０１５ 

△   ２１７ 

△ １,３４６ 

△   １６１ 

△ １,１８４ 

４ 

３４,９４８ 

４３,４０４ 

１５８,４３９

１０７,７５１

１４,５４４

２,２５３

２０,０３８

２,２７３

１,６０５

９,９７３

２６,３９１

２,８２７

１８,３７３

５８９

４,６０１

１８４,８３１

２８,１５１

１１７,９９４

８,４００

９,０１３

１００,８１９

△   ２３９

△   １３５

１,４８１

△ １,６１７

－

－

１１７,８５８

合   計 ４０６,３９３ ３９６,６９１ ９,７０２ ３３０,８４１
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連結損益計算書 

（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       

(18.4.1～18.9.30)

前 年 中 間 期       

(17.4.1～17.9.30)
増    減 前    期 

(17.4.1～18.3.31)

売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

営 業 外 収 益             
受 取 利 息 及 び 配 当 金            

そ の 他 の 営 業 外 収 益            

営 業 外 費 用 
支 払 利 息            

そ の 他 の 営 業 外 費 用            

経 常 利 益 

特 別 利 益             

固 定 資 産 売 却 益            

米国子会社の健康保険料返戻金

税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

４９３,１３６

４５４,５８９

３８,５４７

１９,９０４

１８,６４３

３,８６３

７２４

３,１３９

２,０２６

８３３

１,１９２

２０,４７９

９３９

９９

８４０

２１,４１９

７,１９８

△   ７１８

２,９２３

１２,０１５

３９７,２７０

３６８,８８３

２８,３８６

１６,４９７

１１,８８９

３,６４２

４７６

３,１６５

１,４３９

３３８

１,１００

１４,０９１

－

－

－

１４,０９１

４,９３９

△   ６３９

２,３０７

７,４８４

９５,８６６ 

８５,７０５ 

１０,１６０ 

３,４０６ 

６,７５４ 

２２１ 

２４７ 

△   ２６ 

５８７ 

４９５ 

９２ 

６,３８７ 

９３９ 

９９ 

８４０ 

７,３２７ 

２,２５９ 

△   ７９ 

６１５ 

４,５３１ 

８７７,５９６

８１０,７８０

６６,８１６

３３,０５１

３３,７６４

７,４６６

１,１７１

６,２９５

３,３９２

９４３

２,４４８

３７,８３８

－

－

－

３７,８３８

１２,８３３

△ １,２７９

５,０９７

２１,１８７
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連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

 
科    目 

 
前 年 中 間 期 

(17.4.1～17.9.30) 

前    期 

(17.4.1～18.3.31) 

  （資本剰余金の部） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 減 少 高 

自 己 株 式 処 分 差 損 

資本剰余金中間期末（期末）残高 

 

  （利益剰余金の部） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

インフレ会計による剰余金増加高 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 

自 己 株 式 処 分 差 損 

利益剰余金中間期末（期末）残高 

９,０１９

５

５

９,０１３

９４,６７７

７,６４２

１５８

７,４８４

１,５００

１,２１６

２７７

６

１００,８１９

９,０１９

５

５

９,０１３

９４,６７７

２１,３７３

１８６

２１,１８７

２,８０７

２,５２８

２７１

７

１１３,２４３
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連結株主資本等変動計算書 
 

 当中間期（18.4.1～18.9.30） 

（単位：百万円） 
株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前期末残高 8,400 9,013 113,243 △ 229 130,428

当中間期中の変動額  

 剰余金の配当 △1,686  △1,686

 役員賞与の支給 △ 280  △ 280

 中間純利益 12,015  12,015

 自己株式の取得 △ 217 △ 217

 自己株式の処分 0 0 0

 持分法の適用範囲の変動 △  32  △  32

 株主資本以外の項目の当中間 

 期中の変動額（純額）  

当中間期中の変動額合計 － 0 10,015 △ 217 9,798

当中間期末残高 8,400 9,013 123,259 △ 446 140,226

 
 

評価・換算差額等 

 その他有価証

券評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

新株予約権 少数株主持分 純資産合計

前期末残高 2,050 800 2,851 － 33,263 166,542

当中間期中の変動額   

 剰余金の配当   △1,686

 役員賞与の支給   △ 280

 中間純利益   12,015

 自己株式の取得   △ 217

 自己株式の処分   0

 持分法の適用範囲の変動   △  32

 株主資本以外の項目の当中間 

 期中の変動額（純額） 
△ 161 △1,184 △1,346 4 1,685 343

当中間期中の変動額合計 △ 161 △1,184 △1,346 4 1,685 10,141

当中間期末残高 1,889 △ 384 1,505 4 34,948 176,684                    
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 
 当中間期（18.4.1～18.9.30） 

 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前期末 増加 減少 当中間期末 

普通株式（株） 187,665,738 － － 187,665,738

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前期末 増加 減少 当中間期末 

普通株式（株） 327,568 128,541 77 456,032

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加 128,541 株は、市場買付による取得 128,000 株および単元未満株式の買取りに 

    よる増加 541 株であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 77 株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 
前期末 増加 減少 当中間期末 

当中間期末残高

（百万円） 

提出会社 

（親会社） 

ストックオプション

としての新株予約権
普通株式 － － － － 4

 

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 22 日

定時株主総会 
普通株式 1,686 9.00 平成 18年３月 31日 平成 18年６月 23日

 

 （２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年 10月 31日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,684 9.00 平成 18年９月 30日 平成18年11月 27日
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連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期      

(18.4.1～18.9.30)

前 年 中 間 期      

(17.4.1～17.9.30)
増    減 

前    期

(17.4.1～18.3.31)

２１,４１９
１３,８９９

３
△    ３０

２４０
△   ７２４

８３３
△   ４４８
△   ９７４
△   １９３

３６３
△ ２,５０６
△ １,７８６
△   ３０３
△   ２９１

３,５８８

１４,０９１
９,９２４

－
△    ３６

３２４
△   ４７６

３３８
△   ３２７
△   ９４０
△    ８１

１７５
４,５１１

△ ２,８５１
１,０８４

△   ２８４
△    １９

 
７,３２７ 
３,９７４ 

３ 
６ 

△    ８４ 
△   ２４７ 

４９５ 
△   １２１ 
△    ３４ 
△   １１１ 

１８７ 
△ ７,０１８ 

１,０６４ 
△ １,３８８ 
△     ６ 

３,６０７ 

３７,８３８
２１,３４４

１７６
８９

１,４４３
△ １,１７１

９４３
△   ７７９
△ ２,０５８
△   １３６

５９８
△２１,７８１
△ ６,０７４

２５,８４５
△   ２７８
△   ６２９

３３,０８７
１,２９５

△   ７８１
△ ７,２９８

２５,４３３
１,３１９

△   ３３０
△ ６,４１２

７,６５３ 
△    ２３ 
△   ４５１ 
△   ８８５ 

５５,３７０
２,２７３

△   ８９１
△１２,８０１

２６,３０２

△２３,０７７
４３２

△ １,３９３
１５５

△   ４１２
２８６

△ １,１０７

２０,００９

△１６,６６７
６４３

－
８６４

△ １,１１７
１,３１７

△   ５１７

６,２９３ 
 

 
△ ６,４０９ 
△   ２１０ 
△ １,３９３ 
△   ７０９ 

７０４ 
△ １,０３１ 
△   ５８９ 

４３,９５１

△４６,７０１
１,１６１

△ １,３５２
１,０７５

△ ２,７３９
３,６６２

△   ５４８

Ｉ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
税金等調整前中間(当期)純利益 
減価償却費 
有価証券評価損 
貸倒引当金の増減額(減少：△) 
退職給付引当金の増減額(減少：△) 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
為替差損益(差益：△) 
持分法による投資利益 
固定資産売却益 
固定資産除売却損 
売上債権の増減額(増加：△) 
たな卸資産の増減額(増加：△) 
仕入債務の増減額(減少：△) 
役員賞与の支払額 
その他 
小計 
利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 
営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
貸付金の回収による収入 
預金預入れによる支出 
預金引出しによる収入 
その他 
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
短期借入金の純増減額 
長期借入れによる収入 
長期借入金の返済による支出 
配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 
少数株主に対する株式発行収入 
その他 

△２５,１１７

６０９
２,６７３

△ ２,５３５
△ １,６８２
△ １,１３８

－
△   ２１７

△１５,４７７

４０２
８９４

△ １,７０４
△ １,２１１
△ １,０７１

７５４
７５

△ ９,６３９ 
 

 
２０６ 

１,７７８ 
△   ８３０ 
△   ４７１ 
△    ６６ 
△   ７５４ 
△   ２９２ 

△４５,４４２

４,８９２
５,１３３

△ １,９３２
△ ２,５１９
△ ２,６６９

２,０６６
７７

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ２,２９０ △ １,８５９ △   ４３０ ５,０４８

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △    ２２ １,１９５ △ １,２１７ ２,１４７

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額(減少額：△) △ １,１２７ ３,８６７ △ ４,９９４ ５,７０３

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ３９,２５６ ３１,８８１ ７,３７５ ３１,８８１

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 － － － １,６７１

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３８,１２９ ３５,７４８ ２,３８０ ３９,２５６
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 

当 中 間 期       前 年 中 間 期       増   減 前 期       
（18.4.1～18.9.30） （17.4.1～17.9.30） （17.4.1～18.3.31） 
 

（百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 ３７,４４７ ３５,２２７  ２,２１９ ３８,１０７ 

有価証券勘定 １,３６１ １,７９９ △  ４３８ １,７０８ 

計 ３８,８０８ ３７,０２６  １,７８１     ３９,８１６ 
預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等 △  ６７９  △１,２７８    ５９８    △   ５５９ 

現金及び現金同等物 ３８,１２９ ３５,７４８  ２,３８０ ３９,２５６ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結の範囲 

連結子会社  70 社 ㈱KYOEI ARACO､ﾄﾖﾀ紡織九州㈱､TB ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ㈱､㈱ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ､ 

ﾄﾘﾑﾏｽﾀｰｽﾞ㈱ｸﾞﾙｰﾌﾟ 11 社､ﾄｰﾀﾙｲﾝﾃﾘｱｼｽﾃﾑｽﾞｱﾒﾘｶ LLC.､ 

ﾃｨｰﾋﾞｰｵｰﾄﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱､TBDN ﾃﾈｼｰ(パ)､ﾄﾖﾀ紡織ｱﾒﾘｶ㈱､ 

ﾄﾖﾀ紡織ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｹﾝﾀｯｷｰ LLC.､ｱﾊﾞﾃﾞｨﾊﾞﾘﾝﾄﾞｵｰﾄﾃｯｸ㈱､ 

ﾄﾖﾀ紡織ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｲﾝﾃﾞｨｱ㈱､寧波亜楽克汽車部件㈲､ 

ARST(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)㈱､天津英泰汽車飾件㈲､ﾄﾖﾀ紡織ﾊｲﾌｫﾝ㈲､ 

広州桜泰汽車飾件㈲､豊愛(広州)汽車座椅部件㈲､ 

佛山豊田紡織汽車零部件㈲､天津豊愛汽車座椅部件㈲､新三興㈱､ 

ﾄﾖﾀ紡織ｵｰｽﾄﾗﾘｱ㈱､ﾄﾖﾀﾎﾞｳｼｮｸﾄｩﾙｷｨｴｵﾄﾓﾃｨﾌﾞｻﾅｲﾍﾞﾃｨｼﾞｬﾚｯﾄ㈱､ 

ﾄﾖﾀ紡織ﾌﾗﾝｽ㈱､ﾄﾖﾀ紡織ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱､ﾄﾖﾀ紡織南ｱﾌﾘｶ㈱､ 

㈲ﾄﾖﾀ紡織ﾛｼｱ   他 

（２）持分法の適用 

関連会社   12 社 ﾅﾙｺ㈱､㈱ｺﾍﾞﾙｸ､ﾄﾖﾀ車体精工㈱､ﾀｲｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ㈱､ 

天津華豊汽車装飾㈲､ﾀｲｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｰﾃｨﾝｸﾞｱﾝﾄﾞｲﾝﾃﾘｱ㈱   他 

 

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

（１） 連結(新規)  3 社 ﾄﾖﾀ紡織滋賀㈱､ﾄﾖﾀ紡織ｶﾅﾀﾞ㈱､㈲ﾄﾖﾀ紡織ﾛｼｱ 

（２） 持分法(除外) 1 社 ㈱ｱｲﾃｯｸ 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
（１）連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日(9 月 30 日)と異なる子会社は次の通り

であります。 

6 月 30 日 寧波亜楽克汽車部件㈲､天津英泰汽車飾件㈲､広州桜泰汽車飾件㈲､ 

豊愛(広州)汽車座椅部件㈲､佛山豊田紡織汽車零部件㈲､ 

天津豊愛汽車座椅部件㈲､新三興㈱   他 計 18 社 

（２）中間連結財務諸表作成にあたっては、各社の中間会計期間の中間財務諸表を使用して

おりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整

を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券のうち時価のあるものは中間期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、 
時価のないものは移動平均法による原価法により評価しております。 

②デリバティブ取引により生じる債権及び債務 
時価法により評価しております。 

③たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は、主として総平均法による原価法により評価して

おります。 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

固定資産の減価償却方法は、有形固定資産については主として定率法、無形固定資産

については定額法によっております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②製品保証引当金は、製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、将来

支出が見込まれる額を計上しております。 
③退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

④役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計上しております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金及び要求払い

預金のほか、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ価値変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上しております。 

 

 

［会計処理の変更］ 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基

準適用指針第 8号）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 141,731 百万円です。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 
当中間期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29

日 企業会計基準第 4号）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ 137 百万円減少

しております。 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 
当中間期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月 27 日 企業会計基準第 8 号）及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 18 年 5 月 31 日 企業会計基準適用指針第

11 号）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ 4 百万円減少し

ております。 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当社グループは、自動車部品の製造、販売を主な事業としております。全セグメントの売上高の
合計金額、営業利益の合計金額および資産の合計金額に占める自動車部品の割合がいずれも 90％を
超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

（1）当中間期（18.4.１～18.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 日  本 北中南米 アジア その他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
計 

 
299,091 

12,781 

311,872 

114,768

0

114,768

59,728

2,766

62,494

19,548

3

19,551

 
493,136 

15,550 

508,687 

 
- 

△15,550 

△15,550 

493,136

-

493,136

営 業 費 用 303,736 107,711 58,151 20,669 490,269 △15,776 474,493

営 業 利 益 8,136 7,056 4,342 △1,118 18,417 225 18,643
（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国または地域 
      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 
      ア ジ ア…中国、タイ、ベトナム、フィリピン、インドネシア、インド 
      そ の 他…オーストラリア、トルコ、南アフリカ 

（2）前年中間期（17.4.１～17.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 日  本 北中南米 アジア その他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
計 

 
244,259 

11,510 

255,769 

106,871

223

107,094

30,581

1,561

32,142

15,558

3

15,562

 
397,270 

13,297 

410,568 

 
- 

△13,297 

△13,297 

397,270

-

397,270

営 業 費 用 251,753 101,862 30,942 14,230 398,788 △13,406 385,381

営 業 利 益 4,016 5,231 1,200 1,331 11,780 108 11,889
（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 
   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 
      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 
      ア ジ ア…中国、タイ、ベトナム、フィリピン、インドネシア、インド 
      そ の 他…オーストラリア、トルコ 

（3）前期（17.4.１～18.3.31） 

（単位：百万円） 

区       分 日  本 北中南米 アジア その他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
計 

 
543,533 

26,670 

570,204 

225,197

297

225,494

77,263

3,882

81,145

31,602

112

31,714

 
877,596 

30,962 

908,558 

 
- 

△30,962 

△30,962 

877,596

-

877,596

営 業 費 用 554,777 213,602 76,122 29,996 874,499 △30,667 843,831

営 業 利 益 15,427 11,892 5,022 1,717 34,059 △   294 33,764
（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国または地域 
      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 
      ア ジ ア…中国、タイ、ベトナム、フィリピン、インドネシア、インド 
      そ の 他…オーストラリア、トルコ 
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３．海外売上高 
（1）当中間期（18.4.1～18.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 北 中 南 米 ア ジ ア そ の 他 計 

海 外 売 上 高 115,983 58,120 20,852 194,955 

連 結 売 上 高 - - - 493,136 

連結売上高に占める海外売上高の割合 23.5% 11.8% 4.2% 39.5% 

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 

      ア ジ ア…中国、タイ 

      そ の 他…オーストラリア、トルコ、南アフリカ 

   ３．前期において「その他」に含めて表示していた「アジア」については、当中間期におい

て連結売上高の 10％以上となったため、当中間期より区分掲記しております。 

（2）前年中間期（17.4.1～17.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 北 中 南 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高 103,759 44,392 148,151 

連 結 売 上 高 - - 397,270 

連結売上高に占める海外売上高の割合 26.1% 11.2% 37.3% 

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 

      そ の 他…中国、タイ、オーストラリア、トルコ 

（3）前期（17.4.1～18.3.31） 

（単位：百万円） 

区       分 北 中 南 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高 227,107 108,001 335,108 

連 結 売 上 高 - - 877,596 

連結売上高に占める海外売上高の割合 25.9% 12.3% 38.2% 

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

      北中南米…アメリカ、カナダ、メキシコ、アルゼンチン 

      そ の 他…中国、タイ、オーストラリア、トルコ 
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有価証券 
 

 

１．時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

区     分 
当中間期 

（18.9.30現在） 

前期 

（18.3.31現在） 

前年中間期 

（17.9.30現在） 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時 価 差 額

連結貸借

対照表 

計上額 

時 価 差 額

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時 価 差 額

①国債・地方債等 4 4 0 4 4 △  0 － － －

②社債 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － － － －

計 4 4 0 4 4 △  0 － － －

(2)その他有価証券 取得原価 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

差 額 取得原価

連結貸借

対照表

計上額

差 額 取得原価 

中間連結

貸借対照表

計上額

差 額

①株式 427 3,357 2,929 427 3,624 3,197 397 2,658 2,261

②債券     

 国債・地方債等 － － － － － － － － －

 社債 － － － － － － － － －

 その他 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － 287 287 0

計 427 3,357 2,929 427 3,624 3,197 684 2,946 2,262

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

内     容 
当中間期 

（18.9.30現在） 

前期 

（18.3.31現在） 

前年中間期 

（17.9.30現在） 

(1)満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表計上

額 
連結貸借対照表計上額 

中間連結貸借対照表計上額

①非上場外国債 － － 0 

計 － － 0 

(2)その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上

額 
連結貸借対照表計上額 

中間連結貸借対照表計上

額 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,230 831 795 

②非上場外国債 － － － 

③ＭＭＦ － － － 

④優先出資金 － － － 

⑤その他 1,361 1,708 1,511 

計 3,591 2,540 2,307 

 

 



平成 19年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18年 10月 31日

上   場   会   社   名       トヨタ紡織株式会社 上場取引所 東証・名証各第一部

コード番号       3116 本社所在都道府県　　　　愛知県

（URL　http://www.toyota-boshoku.co.jp)

代　　　表　　　者　　　役職名       取締役社長　　氏名　豊田　周平
問合せ先責任者　　　役職名       経理部長　 　　氏名　鷲見　等 TEL (0566) 26 - 0313
決算取締役会開催日 平成 18年 10月 31日 配当支払開始日 平成 18年 11月 27日

単元株制度採用の有無　有(１単元  100 株)

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
％ ％ ％

18年 9月中間期 22.1 145.6 61.1
17年 9月中間期 318.0 4.0 125.2
18年 3月期 75.2 32.5 68.7

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

％ 　銭

18年 9月中間期 43.6 48
17年 9月中間期 225.2    97
18年 3月期 101.4 91
(注)①期中平均株式数    18年 9月中間期     187,299,506 株         17年 9月中間期   187,234,942 株 18年 3月期  187,284,689 株

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
総  資  産 純　資　産

百万円 百万円 ％ 　 円            銭

18年 9月中間期 582       51
17年 9月中間期 513       69
18年 3月期 548       66
(注)①期末発行済株式数　18年 9月中間期   187,209,706 株        17年 9月中間期   187,322,774 株 18年 3月期   187,338,170 株

 　  ②期末自己株式数　　 18年 9月中間期         456,032 株        17年 9月中間期         342,964 株 18年 3月期　 　　 327,568 株

２. 19年 3月期の業績予想（平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）      77 円  45 銭

３．配当状況
　・現金配当

18年 3月期

19年 3月期（実績）

19年 3月期（予想）

※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

 　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　 上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページを参照して下さい。

年間

１株当たり配当金（円）

中間期末

7.00 9.00 16.00
期末

18.00
－

9.00－
9.00

１株当たり純資産

中間(当期）純利益

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

円    

      30

百万円

5,799

百万円

254,246
567,305

310,549

42.6
96,225

102,975

百万円

2,890
12,804

7,100

20,000640,000

百万円

6,744
18,847

自己資本比率

10,861

14,500

43.8
40.3

8,330 44

255,332

      6913,283

219,653
255,847 109,055

－23－
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貸借対照表 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(18.9.30 現在) 

前   期 
(18.3.31 現在) 

増   減 
前 年 中 間 期       
(17.9.30 現在) 

（ 資 産 の 部 ）           

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産         

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

施 設 利 用 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関係会社株式・出資金 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

１２２,３０８

４,０８１

５,００９

８４,１２７

９１８

１,８２７

３,７４９

４,８９９

１,１２５

２,０５９

４,５９６

１,３９３

８,１１４

４５７

△    ５３

１３３,５３９

７１,６１４

２５,９７１

２,０９２

２２,０６５

２８１

７,４６４

１３,３６４

３７４

３０８

２６９

３８

６１,６１６

４,２７２

３８,０１０

１０４

８,３１０

５６２

９,８８３

６０５

△   １３２

１２５,７０７

８,４３１

３,７８０

８６,５１２

１,１９６

１,４６４

２,６０６

５,０７０

１,１４３

１,２５０

４,２４０

１,７１３

８,０２１

３５４

△    ７９

１２９,６２５

７０,３７９

２６,７５８

２,１１４

２１,８０１

３１０

７,０４１

１２,２４６

１０６

３０９

２６９

３９

５８,９３６

３,１３８

３６,１３２

３３０

８,３４６

８０３

９,７１５

６０４

△   １３４

 

△ ３,３９９ 

△ ４,３４９ 

１,２２８ 

△ ２,３８５ 

△   ２７７ 

３６３ 

１,１４２ 

△   １７０ 

△    １７ 

８０９ 

３５５ 

△   ３２０ 

９３ 

１０２ 

２５ 

 

３,９１３ 

１,２３５ 

△   ７８６ 

△     ２１ 

２６３ 

△     ２９ 

４２２ 

１,１１７ 

２６８ 

△     ０ 

－ 

△     ０ 

２,６７９ 

１,１３３ 

１,８７８ 

△   ２２６ 

△     ３６ 

△   ２４１ 

   １６７ 

１ 

２ 

９９,５７１

５,０５３

２,６８４

６７,５０７

９９９

１,６４８

２,８９２

３,９０４

１,０７９

６２１

４,８５１

７６８

７,０６６

５６７

△     ７３

１２０,０８２

６９,１３７

２７,０６０

２,１２８

２０,５５０

２５７

６,８０８

１２,２４６

８６

３０２

２６９

３２

５０,６４２

２,４０６

３１,７８４

９５

５,９２３

３６５

９,５９５

６０４

△     １３２

合   計 ２５５,８４７ ２５５,３３２ ５１４ ２１９,６５３

（注）１．有形固定資産の 
           減価償却累計額 １５２,６５４ １５０,６６４ １,９８９ １４７,６７２ 

２．担保に供している資産 １,６７９ １,７１８ △    ３９ １,７６３ 



－25－ 

（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(18.9.30 現在) 

前    期 
(18.3.31 現在) 

増   減 
前 年 中 間 期       
(17.9.30 現在) 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

一年以内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

製 品 保 証 引 当 金 

そ の 他 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

預 り 保 証 金 

負 債 計 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

自己株式処分差益 

 利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

特 別 償 却 準 備 金 

固定資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 自 己 株 式 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

純 資 産 計 

１２１,５５６

９７７

９６,５２８

１,２５０

３,２２５

１５,２３６

２,３４０

１,６３４

３６３

２５,２３５

５,０００

１８,３７３

５８４

１,２７７

１４６,７９２

１０７,１６３

８,４００

９,０１３

９,０１３

０

０

９０,１９５

２,４１２

８７,７８３

５１

９８９

７４,９１３

１１,８２９

△   ４４６

１,８８７

   １,８８７

４

１０９,０５５

１２６,５２２

９８２

１００,３６５

１,２５０

４,６９９

１４,６１０

２,４２１

１,８３５

３５６

２５,８３５

５,６２５

１８,２１５

６８４

１,３０９

１５２,３５７

１００,９２５

８,４００

９,０１３

９,０１３

－

   －

８３,７４１

２,４１２

８１,３２９

７０

１,０６４

６４,９１３

１５,２８０

△   ２２９

２,０４９

２,０４９

－

１０２,９７５

 

△ ４,９６５ 

△     ５ 

△ ３,８３７ 

－ 

△ １,４７４ 

６２６ 

△    ８０ 

△   ２０１ 

   ７ 

 

△   ５９９ 

△   ６２５ 

１５７ 

△    ９９ 

△    ３２ 

△ ５,５６５ 

 

 

６,２３７ 

－ 

０ 

－ 

    ０ 

   ０ 

６,４５４ 

－ 

６,４５４ 

△    １９ 

△    ７４ 

１０,０００ 

  △  ３,４５１ 

△    ２１７ 

△    １６１ 

△    １６１ 

４ 

６,０７９ 

１０２,９８５

１,０７８

７９,１４９

１,２５０

４,８３９

１４,１９９

６３１

１,４９９

３３６

２０,４４２

１,２５０

１７,２７７

５７２

１,３４２

１２３,４２７

９４,７４５

８,４００

９,０１３

９,０１３

－

－

７７,５７０

２,４１２

７５,１５８

７０

１,０６４

６４,９１３

９,１０９

△    ２３９

 １,４８０

 １,４８０

－

９６,２２５

合   計 ２５５,８４７ ２５５,３３２ ５１４ ２１９,６５３

３．保証債務 ６,６６６ ７,４４０ △   ７７３  ７,０５４ 



－26－ 

 

損益計算書 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       

(18.4.1～18.9.30)  

前 年 中 間 期       
(17.4.1～17.9.30) 

増   減 
前   期 

(17.4.1～18.3.31) 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費  

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

その他の営業外収益 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

その他の営業外費用 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

税引前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 (当 期 )純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

自 己 株 式 処 分 差 損 

中 間 配 当 額 

中間(当期)未処分利益 

３１０,５４９

２９３,６８１

１６,８６８

９,７６７

７,１００

４,６７１

３,３１１

１,３５９

９１０

２３

８８７

１０,８６１

９９

９９

１０,９６０

３,０４７

 △   ４１７

８,３３０

－

－

－

－

２５４,２４６

２４２,４２０

１１,８２６

８,９３５

２,８９０

４,４１１

２,７３８

１,６７２

５５７

２７

５３０

６,７４４

－

－

６,７４４

１,７３３

△   ７８８

５,７９９

３,３１６

６

－

９,１０９

５６,３０２ 

５１,２６１ 

５,０４１ 

８３１ 

４,２１０ 

２６０ 

５７２ 

△   ３１２ 

３５３ 

1△         ３ 

３５６ 

４,１１７ 

   ９９ 

   ９９ 

４,２１６ 

１,３１４ 

 ３７１ 

２,５３１ 

△ ３,３１６ 

△     ６ 

－ 

△ ９,１０９ 

５６７,３０５

５３６,２１３

３１,０９２

１８,２８７

１２,８０４

７,５４４

４,４１９

３,１２４

１,５０２

５２

１,４４９

１８,８４７

－

－

１８,８４７

６,２３７

△   ６７３

１３,２８３

３,３１６

７

 １,３１１

１５,２８０

（注）減価償却実施額 ５,９３０ ５,４４５ ,４８５  １２,２２８ 

 

 

 

 



－27－ 

株主資本等変動計算書 

 
 当中間期（18.4.1～18.9.30） 

（単位：百万円） 

 株主資本 
評価・換算

差額等 

 資本剰余金 利益剰余金 

 
資本金 資本 

準備金 

その他

資本剰

余金 

利益 

準備金

その他 

利益剰余金

（注） 

自己

株式

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

新株 

予約権

純資産

合計 

前期末残高 8,400 9,013 － 2,412 81,329 △229 100,925 2,049 － 102,975

当中間期中の変動額     

 剰余金の配当   △1,686 △ 1,686  △ 1,686

 役員賞与の支給   △ 190 △  190  △  190

 中間純利益   8,330 8,330  8,330

 自己株式の取得   △217 △  217  △  217

 自己株式の処分   0 0 0  0

 株主資本以外の 

 項目の当中間期中 

 の変動額（純額） 

   △ 161 4 △  157

当中間期中の変動額 

合計 
－ － 0 － 6,454 △217 6,237 △ 161 4 6,079

当中間期末残高 8,400 9,013 0 2,412 87,783 △446 107,163 1,887 4 109,055

（注）その他利益剰余金の内訳 

 
特別償却 

準備金 

固定資産圧縮

積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 
合計 

前期末残高 70 1,064 64,913 15,280 81,329

当中間期中の変動額   

 剰余金の配当  △1,686 △1,686

 特別償却準備金の 

 積立 
4 △  4 -

 特別償却準備金の 

 取崩 
△24 24 -

 固定資産圧縮積立金 

 の取崩 
 △ 74 74 -

 別途積立金の積立  10,000 △10,000 -

 役員賞与の支給  △  190 △ 190

 中間純利益  8,330 8,330

当中間期中の変動額 

合計 
△19 △ 74 10,000 △ 3,451 6,454

当中間期末残高 51 989 74,913 11,829 87,783

 

（株主資本等変動計算書関係） 
 

 当中間期（18.4.1～18.9.30） 
 
自己株式に関する事項 

株式の種類 前期末 増加 減少 当中間期末 

普通株式（株） 327,568 128,541 77 456,032

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加 128,541 株は、市場買付による取得 128,000 株および単元未満株式の買取りに 

    よる増加 541 株であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 77 株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  


